
 
 
 
 

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

17 総数（レセプト件数） 195.5 24 106 987 0 32 24

人口10万人
あたり

86.7 8.1 31.6 307.7 0 17.6 30.4

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

18 総数（レセプト件数） 23640.7 37,176 33,038 37,091 10,390 17,850 6,299

人口10万人
あたり

10481.1 12495.2 9860.8 11563 7455.8 9817.5 7991.1

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

19 総数（レセプト件数） 878.8 1,193 1,176 1,744 293 639 228

人口10万人
あたり

389.6 401 351 543.7 210.3 351.4 289.2

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

20 総数（レセプト件数） 589.8 2,490 427 378 106 90 48

人口10万人
あたり

261.5 836.9 127.4 117.8 76.1 49.5 60.9

青森県平
均

21 総数（レセプト件数） 0.4

人口10万人
あたり

1.2

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

22 総数 17 4 14 9 4 3 7

人口10万人
あたり

0.6 0.3 1.1 0.4 0.4 0.3 0.4

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

23 総数 69.7 47 77 53 24 15 21

人口10万人
あたり

2.6 3.5 6 2.3 2.3 1.3 1.1

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

24 総数（レセプト件数） 3272.2 4,519 4,935 5,675 1,558 2,068 878

人口10万人
あたり

1450.7 1518.9 1472.9 1769.2 1118 1137.4 1113.9

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

25 総数（レセプト件数） 232.5 114 1,032 107 ＊ 88 54

人口10万人
あたり

103.1 38.3 308 33.4 ＊ 48.4 68.5

青森県平
均

津軽地域 八戸地域 青森地域  西北五地域 上十三地域 下北地域

26 総数（レセプト件数） 226.3 438 303 372 108 104 33

人口10万人
あたり

100.3 147.2 90.4 116 77.5 57.2 41.9

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

27 死亡率（％） 5.5 9.3 6.2 4.5 5.8 3.6 6.6

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

死亡率（％） 2.5 3.7 2.7 1.8 2.9 1.8 2.9

NDB（National
datebase)

合併症
治療

P ◎
糖尿病足病
変に対する
管理

二次医療圏

B00120糖尿病
合併症管理料
の算定件数

NDB（National
datebase)

合併症
治療

P ◎

糖尿病性腎
症に対する
人工透析実
施件数

二次医療圏

J038人口腎臓
（1日につき）の
算定件数

定義 調査名等

NDB（National
datebase)

合併症
治療

Ｏ

（
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

）

○

年齢調整死
亡率（男性）

都道府県

糖尿病による年
齢調整死亡率

人口動態特殊
報告

合併症
治療

P ◎
糖尿病網膜
症手術数

二次医療圏

ICD病名E10-
14、H360、糖尿
病網膜症手術
の算定件数

年齢調整死
亡率（女性）

都道府県

糖尿病による年
齢調整死亡率

人口動態特殊
報告

合併症
治療

S ○
糖尿病登録
歯科医師数

都道府県

日本糖尿病協
会が認定した歯
科医師数 糖尿病登録歯

科医師の認定
状況（日本糖尿
病協会HP）

指標番
号

病期 SPO
重要◎
参考○

県設定★
指標名 集計単位 指　標

B001-1-27糖尿
病透析予防指
導管理料届出
施設数 診療報酬施設

基準

合併症
治療

S ○

歯周病専門
医の在籍す
る歯科医療
機関数

都道府県

日本歯周病学
会の歯周病専
門医一覧で把
握される医療機
関数

日本刺繍病学
会歯周病専門
医一覧

合併症
治療

S ○

糖尿病性腎
症の管理が
可能な医療
機関数

市町村 内訳省略

NDB（National
datebase)

合併症
予防を
含む専
門治療

O ○

糖尿病性ケト
アシドーシ
ス、非ケトン
昏睡患者数

二次医療圏

ICD病名E100、
E101、E110、
E111、E120、
E121、E130、
E131、E140、
E141のレセプト
件数

NDB（National
datebase)

合併症
予防を
含む専
門治療

O ○
低血糖患者
数

二次医療圏

ICD病名E10-14
かつICD病名
E16Sのレセプト
件数

NDB（National
datebase)

合併症
予防を
含む専
門治療

P ○
在宅インスリ
ン治療件数

二次医療圏

ICD病名E10-
14、C101 在宅
自己注射指導
管理料の算定
件数

NDB（National
datebase)

合併症
予防を
含む専
門治療

P ○
糖尿病透析
予防指導の
実施件数

二次医療圏

ICD病名E10-
14、B00127糖
尿病透析予防
指導管理料の
算定件数

 

第５節 精神疾患対策 

 

第１ 現状と課題 

１ 精神疾患患者の状況 

本県の精神疾患患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わせて、23,158

人（平成 29年 3月 31日現在 ※）となっています。（表１を参照） 

疾病別にみると、入院患者では「F2 統合失調症」が最も多く、次いで「F0 症状性を含む器質性障 

害」となっています。通院患者では「F2 統合失調症」に次いで「F3 気分（感情）障害」が多くなっ

 ています。 

入院患者数は緩やかな減少傾向にありますが、通院患者数は平成 25年と比較して 18.7％増加して 

います。（図１を参照） 

※ 自立支援医療に該当しない患者も含めた医療機関への通院者数の目安については章末の指標一覧におけ

る疾患区分ごとの外来患者数を参照ください。 

 

   （表１）疾病別患者数（平成 29年 3月 31日現在）           （単位：人） 

 
       資料：青森県「精神科病院月報」（入院患者数）、「自立支援医療受給認定者数」（通院患者数） 

 

   （図１）精神疾患患者数の推移（各年 3月 31日現在）      

 

  

 

 

 

　　疾　　　　患　　　　名 入院患者数 通院患者数 合計

F0  症状性を含む器質性障害 1,203 525 1,728

F1　精神作用物質による精神及び行動の障害 156 553 709

F2  統合失調症、統合失調症型障害及び妄想障害 1,856 7,738 9,594

F3  気分（感情）障害 309 5,696 6,005

F4　神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害 56 758 814

F5  生理的障害 8 40 48

F6　成人のパーソナリティ及び行動の障害 31 146 177

F7　精神遅滞【知的障害】 75 368 443

F8　心理的発達の障害 23 620 643

F9　小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害 5 320 325

てんかん 28 1,762 1,790

その他 12 870 882

合　　　　　　　　　　　計 3,762 19,396 23,158

3,877 3,757 3,758 3,754 3,762 

16,339 
17,780 18,662 18,968 19,396 

20,216 21,537 22,420 22,722 23,158 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

人

入院者数

通院者数
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２ 精神保健福祉相談等の状況 

（１）精神保健福祉センターにおける相談の状況 

精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談件数（面接相談及び電話相談）は 2,179件（平

成 27年度）となっており、ほぼ横ばいで推移しています。（表２を参照） 

 

  （表２）精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談実施状況       （単位：人） 

 
                                   資料：厚生労働省「衛生行政報告例」 

 

（２）保健所における相談の状況 

  各保健所における精神保健福祉相談件数（面接、電話、訪問）は 2,424件（平成 27年度）とな 

っており、平成 25年度からは約 10％減少しています。（表３を参照） 

 

  （表３）保健所における精神保健福祉相談実施状況               （単位：人） 

 
                              資料：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」 

 

（３）相談支援事業（障害者総合支援法）の状況 

  障害福祉サービス・地域相談支援を利用する人にサービス利用計画の作成・モニタリングを行 

う「計画相談支援事業」の利用人数は 2,018人（平成 29年度見込み）であり、平成 27年度から 

は約 9.2％減少となります。（表４を参照） 

また、地域相談支援のうち「地域移行支援事業」の利用人数は 18人（平成 29年度見込み）で 

あり、平成 27年度から 500%増加となるほか、「地域定着支援事業」の利用人数は 40人（平成 29 

年度見込み）であり、平成 27 年度からは約 17.6％増加となります。いずれも利用人数は伸びて 

いないことから、今後は、後述する「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」に際 

し、新たに設置する圏域ごとの協議の場等を活用し、その利用の推進を図る必要があります。 

（表５及び６を参照） 

 

  （表４）計画相談支援事業            （単位：人） 

   
   資料：青森県「障害福祉課調べ（各年度１か月間（３月）における利用者数）」 

 

 

年度
老人精
神保健

社会復
帰

アル
コール

薬　物
ギャン
ブル

思 春
期

心の健康

づくり

う つ ・

うつ状態

摂食障
害

そ の 他 合計

平成25年度 21 52 17 5 12 106 17 179 － 1,757 2,166

平成26年度 22 75 17 3 40 104 1 150 4 1,762 2,178

平成27年度 9 54 23 5 28 127 882 189 12 850 2,179

年度
老人精
神保健

社会復
帰

アル
コール

薬　物
ギャン
ブル

思春期
心の健康

づくり

摂食障
害

てんか
ん

その他 合計

平成25年度 107 164 114 4 5 9 307 － － 1,981 2,691

平成26年度 137 70 120 5 10 14 207 － 4 1,826 2,393

平成27年度 73 31 135 12 4 19 259 6 37 1,848 2,424

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績
人口千人当

たりの量
進捗率

津軽 414 367 341 336 1.2 98.5%
八戸 564 560 232 510 1.6 219.8%
青森 392 410 370 425 1.4 114.9%
西北五 359 378 178 283 2.2 159.0%
上十三 357 302 206 325 1.9 157.8%
下北 138 144 113 139 1.9 123.0%

計 2,224 2,161 1,440 2,018 1.6 140.1%

圏域名
29年度（見込み）
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２ 精神保健福祉相談等の状況 

（１）精神保健福祉センターにおける相談の状況 

精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談件数（面接相談及び電話相談）は 2,179件（平

成 27年度）となっており、ほぼ横ばいで推移しています。（表２を参照） 

 

  （表２）精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談実施状況       （単位：人） 

 
                                   資料：厚生労働省「衛生行政報告例」 

 

（２）保健所における相談の状況 

  各保健所における精神保健福祉相談件数（面接、電話、訪問）は 2,424件（平成 27年度）とな 

っており、平成 25年度からは約 10％減少しています。（表３を参照） 

 

  （表３）保健所における精神保健福祉相談実施状況               （単位：人） 

 
                              資料：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」 

 

（３）相談支援事業（障害者総合支援法）の状況 

  障害福祉サービス・地域相談支援を利用する人にサービス利用計画の作成・モニタリングを行 

う「計画相談支援事業」の利用人数は 2,018人（平成 29年度見込み）であり、平成 27年度から 

は約 9.2％減少となります。（表４を参照） 

また、地域相談支援のうち「地域移行支援事業」の利用人数は 18人（平成 29年度見込み）で 

あり、平成 27年度から 500%増加となるほか、「地域定着支援事業」の利用人数は 40人（平成 29 

年度見込み）であり、平成 27 年度からは約 17.6％増加となります。いずれも利用人数は伸びて 

いないことから、今後は、後述する「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」に際 

し、新たに設置する圏域ごとの協議の場等を活用し、その利用の推進を図る必要があります。 

（表５及び６を参照） 

 

  （表４）計画相談支援事業            （単位：人） 

   
   資料：青森県「障害福祉課調べ（各年度１か月間（３月）における利用者数）」 

 

 

年度
老人精
神保健

社会復
帰

アル
コール

薬　物
ギャン
ブル

思 春
期

心の健康

づくり

う つ ・

うつ状態

摂食障
害

そ の 他 合計

平成25年度 21 52 17 5 12 106 17 179 － 1,757 2,166

平成26年度 22 75 17 3 40 104 1 150 4 1,762 2,178

平成27年度 9 54 23 5 28 127 882 189 12 850 2,179

年度
老人精
神保健

社会復
帰

アル
コール

薬　物
ギャン
ブル

思春期
心の健康

づくり

摂食障
害

てんか
ん

その他 合計

平成25年度 107 164 114 4 5 9 307 － － 1,981 2,691

平成26年度 137 70 120 5 10 14 207 － 4 1,826 2,393

平成27年度 73 31 135 12 4 19 259 6 37 1,848 2,424

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績
人口千人当

たりの量
進捗率

津軽 414 367 341 336 1.2 98.5%
八戸 564 560 232 510 1.6 219.8%
青森 392 410 370 425 1.4 114.9%
西北五 359 378 178 283 2.2 159.0%
上十三 357 302 206 325 1.9 157.8%
下北 138 144 113 139 1.9 123.0%

計 2,224 2,161 1,440 2,018 1.6 140.1%

圏域名
29年度（見込み）

  （表５）地域移行支援事業            （単位：人） 

   
   資料：青森県「障害福祉課調べ（各年度１か月間（３月）における利用者数）」 

 

  （表６）地域定着支援事業            （単位：人） 

   

   資料：青森県「障害福祉課調べ（各年度１か月間（３月）における利用者数）」 

 

 

３ 精神疾患の医療体制 

  本県において精神科を標榜する医療機関は 38病院、49診療所となっております。このうち精神科 

病床を有するのは 27病院で病床数は 4,453床となっております。（表７を参照） 

 また、心療内科を標榜する医療機関は８病院、26診療所となっております。 

統合失調症、うつ病・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等 

ごとに医療機関の役割を分担し、相互の連携を推進するとともに、患者本位の医療が実現されるよう、

 各医療機関の医療機能を明確化する必要があります。  

  

  （表７）精神疾患の医療体制 

 

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績
人口千人当

たりの量
進捗率

津軽 0 0 18 1 0.0 5.6%
八戸 0 1 23 0 0 0.0%
青森 1 11 10 13 0.0 130.0%
西北五 1 1 8 1 0.0 12.5%
上十三 0 0 9 1 0.0 11.1%
下北 1 0 7 2 0.0 28.6%

計 3 13 75 18 0.0 24.0%

圏域名
29年度（見込み）

27年度 28年度

実績 実績 計画 実績
人口千人当

たりの量
進捗率

津軽 23 23 27 25 0.1 92.6%
八戸 2 1 23 1 0.0 4.3%
青森 8 12 8 13 0.0 162.5%
西北五 1 0 6 0 0 0.0%
上十三 0 0 10 1 0.0 10.0%
下北 0 0 6 0 0 0.0%

計 34 36 80 40 0.0 50.0%

圏域名
29年度（見込み）

区分 医療体制 備考

精神科を標榜する病院数
（うち精神科病床を有する病院数・病床数）

38病院
（27病院・4,453床）

心療内科を標榜する病院数
（精神科と重複あり）

8病院

精神科を標榜する診療所数 49診療所

心療内科を標榜する診療所数
（精神科と重複あり）

26診療所

精神科訪問看護を実施している医療機関数
（同一法人内での訪問看護ステーションは除く）

18病院、１診療所
精神保健福祉資料
（630調査）
平成27年

精神病床在院患者数（人口10万対） 293.1人（全国227.4人）

精神病床平均在院日数 233.8日（全国269.9日）

精神病床利用率 83.4％（全国82.8％）

病院に勤務する精神科等医師数 149人
厚生労働省
医療施設調査
平成26年

県内を住所地とする精神保健指定医数 123人
障害福祉課調べ
平成29年9月1日

厚生労働省
病院報告
平成28年

厚生労働省
医療施設調査
平成26年
（精神科病床を有す
る病院は障害福祉課
調べ
平成29年9月1日）
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（１）統合失調症 

本県における統合失調症の患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わ

  せて 9,594 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）で、平成 25 年の 9,645 人から 0.5％減少していますが、

  精神疾患患者数の 41.4％を占め、最も大きな割合となっています。 

本県において、統合失調症の診療を行っている医療機関（※１）は 28 病院、25 診療所（※２）

  となっています。 

難治性の重症な精神症状を有する治療抵抗性統合失調症の方に対し治療薬（クロザピン）投与を

  含め計画的な治療管理を継続して実施している医療機関は５病院となっています。（クロザリル適

  正使用委員会ホームページ 平成 29年 9月 22日現在） 

※１ 精神科若しくは心療内科を標榜する病院・診療所（(２)～（14）共通） 

※２ 障害福祉課調べ（本節末掲載の「多様な精神疾患等ごとの医療機能一覧表」を参照。(２)～(14)共通） 

 

（２）うつ病・躁うつ病 

本県におけるうつ病・躁うつ病の患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）

  を合わせて 6,005人（平成 29年 3月 31日現在）で、平成 25年の 4,811人から 24.8％増加してい 

るほか、精神疾患の 25.9％を占め、統合失調症に次ぐ患者数となっています。 

本県において、うつ病、躁うつ病の診療を行っている医療機関は 28病院、29診療所となってい 

ます。  

 

（３）認知症 

本県における認知症の患者数（F0）は入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わ

  せて 1,728 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）となっており、平成 25 年の 1,448 人から 19.3％増加し

  ています。 

本県において、認知症の診療を行っている医療機関は 28病院、26診療所となっていますが、認 

知症の医療については、精神科のみならず他診療科も含めた医療提供体制の構築が求められます。 

なお、厚生労働省は、平成 37（2025年）を見据え、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住

み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、平成 27 年

1 月 27 日に認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン、以下「総合戦略」という。）を策定して

います。 

総合戦略は７つの柱に沿って施策を推進しており、その柱の一つとして、早期診断・早期対応 

  を軸に、医療・介護等の有機的連携により、認知症の容態に応じて最もふさわしい場所で医療・ 

  介護等が提供される循環型の仕組みの実現を位置づけています。 

循環型の仕組みの実現のため、例えば、各地域において、認知症の発症初期から、状況に応じ 

  て医療と介護が一体となった認知症の人への支援体制の構築を図ることを目的に平成 17 年度よ 

  り、認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医への助言その他の支援を行い、専門医療機関や地 

  域包括支援センター等との連携の推進役となる医師として、認知症サポート医が養成されていま 

  す。本県の認知症サポート医数は、平成 28年度末時点において 49名です。 

このほか、本県では、認知症対応力向上研修について、かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看 

  護師、医療従事者を対象として実施しています。 

また、平成 20年より、認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、認知症疾患医療センタ 

  ー運営事業が開始され、平成 28 年度末時点において全国で 375 か所の認知症疾患医療センター 

  （基幹型 15、地域型 335、連携型 25）が設置されており、本県では平成 29 年 7 月末時点におい 

  て二次医療圏ごとに１か所の計６か所を設置しています。（表８を参照）  
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（１）統合失調症 

本県における統合失調症の患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わ

  せて 9,594 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）で、平成 25 年の 9,645 人から 0.5％減少していますが、

  精神疾患患者数の 41.4％を占め、最も大きな割合となっています。 

本県において、統合失調症の診療を行っている医療機関（※１）は 28 病院、25 診療所（※２）

  となっています。 

難治性の重症な精神症状を有する治療抵抗性統合失調症の方に対し治療薬（クロザピン）投与を

  含め計画的な治療管理を継続して実施している医療機関は５病院となっています。（クロザリル適

  正使用委員会ホームページ 平成 29年 9月 22日現在） 

※１ 精神科若しくは心療内科を標榜する病院・診療所（(２)～（14）共通） 

※２ 障害福祉課調べ（本節末掲載の「多様な精神疾患等ごとの医療機能一覧表」を参照。(２)～(14)共通） 

 

（２）うつ病・躁うつ病 

本県におけるうつ病・躁うつ病の患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）

  を合わせて 6,005人（平成 29年 3月 31日現在）で、平成 25年の 4,811人から 24.8％増加してい 

るほか、精神疾患の 25.9％を占め、統合失調症に次ぐ患者数となっています。 

本県において、うつ病、躁うつ病の診療を行っている医療機関は 28病院、29診療所となってい 

ます。  

 

（３）認知症 

本県における認知症の患者数（F0）は入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わ

  せて 1,728 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）となっており、平成 25 年の 1,448 人から 19.3％増加し

  ています。 

本県において、認知症の診療を行っている医療機関は 28病院、26診療所となっていますが、認 

知症の医療については、精神科のみならず他診療科も含めた医療提供体制の構築が求められます。 

なお、厚生労働省は、平成 37（2025年）を見据え、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住

み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、平成 27 年

1 月 27 日に認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン、以下「総合戦略」という。）を策定して

います。 

総合戦略は７つの柱に沿って施策を推進しており、その柱の一つとして、早期診断・早期対応 

  を軸に、医療・介護等の有機的連携により、認知症の容態に応じて最もふさわしい場所で医療・ 

  介護等が提供される循環型の仕組みの実現を位置づけています。 

循環型の仕組みの実現のため、例えば、各地域において、認知症の発症初期から、状況に応じ 

  て医療と介護が一体となった認知症の人への支援体制の構築を図ることを目的に平成 17 年度よ 

  り、認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医への助言その他の支援を行い、専門医療機関や地 

  域包括支援センター等との連携の推進役となる医師として、認知症サポート医が養成されていま 

  す。本県の認知症サポート医数は、平成 28年度末時点において 49名です。 

このほか、本県では、認知症対応力向上研修について、かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看 

  護師、医療従事者を対象として実施しています。 

また、平成 20年より、認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、認知症疾患医療センタ 

  ー運営事業が開始され、平成 28 年度末時点において全国で 375 か所の認知症疾患医療センター 

  （基幹型 15、地域型 335、連携型 25）が設置されており、本県では平成 29 年 7 月末時点におい 

  て二次医療圏ごとに１か所の計６か所を設置しています。（表８を参照）  

     

    

（表８）認知症疾患医療センターの設置状況     

医療機関名 所在地 類型 指定開始年月日 
県立つくしが丘病院 青森市 地域型 平成 21年 4月 1日 
弘前愛成会病院 弘前市 地域型 平成 23年 11月 1日 
青南病院 八戸市 地域型 平成 23年 11月 1日 
高松病院 十和田市 地域型 平成 24年 11月 1日 
つがる総合病院 五所川原市 地域型 平成 26年 10月 1日 
むつ総合病院 むつ市 連携型 平成 29年 7月 1日 

                           資料：青森県「高齢福祉保険課調べ」 

 

（４）児童・思春期精神疾患 

  平成 26年に医療機関を継続的に受療している 20歳未満の精神疾患を有する総患者数は 27.0万 

人（全国）であり、平成 11年の総患者数の 11.7万人から大幅に増加しています。 

（厚生労働省：患者調査） 

本県において、児童・思春期精神疾患の診療を行っている医療機関は 14病院、15診療所となっ 

ています。 

  多様化する児童のこころの問題に対処するため、多職種及び多施設連携を推進する必要がありま 

す。 

 

（５）発達障害 

   本県における発達障害の患者数（F8及び F9）は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定 

者）を合わせて 968人となっており、平成 25年の 255人から 279％増加しています。 

本県において、発達障害の診療を行っている医療機関は 21病院、13診療所となっています。 

また、本県では、発達障害者への支援を総合的に行う発達障害者支援センターを平成 28年度に 

県内 1か所から 3ヵ所に増設しました。（表９を参照） 

発達障害者支援センターでは、保健、医療、福祉、教育、労働などの関係機関と連携し、地域に 

おける総合的な支援ネットワークを構築しながら、発達障害児（者）とその家族からの様々な相談

  に応じ、適切な指導、助言を行っています。発達障害について医療的な診断、治療が必要な場合に

  は、専門の医療機関を紹介しています。 

発達障害者支援センターへの相談実支援人数は、平成 27 年度の 709 人から平成 28 年度には、 

1,501人と増加しています。 

  

（表９）青森県発達障害者支援センター 

発達障害者支援センター名 所在地 担当地域 
青森県発達障害者支援センター「ステップ」 青森市 東青、下北 
青森県発達障害者支援センター「わかば」津軽地域 五所川原市 中南、西北 
青森県発達障害者支援センター「Doors」県南地域 八戸市 三八、上十三 

                               資料：青森県「障害福祉課調べ」 

 

（６）依存症 

①アルコール依存症 

  平成 26年に医療機関を継続的に受療しているアルコール依存症者の総患者数は 4.9万人（全国） 

であり、平成 11年の総患者数 3.7万人から増加しています（厚生労働省：患者調査）。 

本県において、アルコール依存症の診療を行っている医療機関は 20病院、9診療所となっていま 

す。 

 

②薬物依存症 

 平成 26年に医療機関を継続的に受療している薬物依存症の総患者数は 0.3万人（全国）であり、 
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平成 11年の総患者数の 0.1万人から増加しています（厚生労働省：患者調査）。 

  本県において、薬物依存症の診療を行っている医療機関は 8病院、5診療所となっています。 

 

③ギャンブル依存症 

 平成 26年に医療機関を継続的に受療している薬物依存症の総患者数は 500人未満（全国）とな 

っています（厚生労働省：患者調査）。 

  本県において、ギャンブル依存症の診療を行っている医療機関は 3病院、7診療所となっていま 

す。 

 

（７）外傷後ストレス障害 

 平成 26年に医療機関を継続的に受療している PTSDの総患者数は 0.3万人（全国）であり、平成 

11年の総患者数の 0.1万人から増加傾向にあります。（厚生労働省：患者調査） 

  本県において、PTSDの診療を行っている医療機関は 20病院、16診療所となっています。 

 

（８）高次脳機能障害 

   平成 13～17年度に実施された高次脳機能障害支援モデル事業における調査によると、医療機関 

の受療の有無にかかわらず、高次脳機能障害者は全国に 27万人いると推定されています。 

   本県では、「青森県高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業」を実施しており、高 

次脳機能障害者に対する専門的な相談支援、関係機関との支援ネットワークの充実を図るための支 

援拠点として「弘前脳卒中・リハビリテーションセンター」を指定しています。 

  このほか、本県において高次脳機能障害の診療を行っている医療機関は 19病院、11診療所とな 

っています。    

 

（９）摂食障害 

 平成 26年に医療機関を継続的に受療している摂食障害の総患者数は 1.0万人（全国）であり、 

平成 11年の総患者数の 1.1万人から横ばいとなっています（厚生労働省：患者調査）。 

医療機関の受療の有無にかかわらず、摂食障害患者は、女子中学生の 100人に１～２人、男子中 

学生の 1,000人に２～５人いると推計されています（厚生労働科学研究）。 

  本県において、摂食障害の診療を行っている医療機関は 16病院、15診療所となっています。 

 

（10）てんかん 

本県におけるてんかんの患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わせ 

て 1,790 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）となっており、平成 25 年の 1,484 人から 20.6％増加して

  います。 

  本県において、てんかんの診療を行っている医療機関は 26病院、12診療所となっています。 

 

（11）精神科救急 

  本県ではかかりつけ医で受診できなかった精神疾患を有する患者、又は精神疾患のため緊急に医 

療を必要とする患者に対して、二次医療圏ごとに精神科救急医療体制事業を実施しています。 

（図２を参照） 

本県の精神科救急医療体制は二次医療圏ごとの輪番制となっています。二次医療圏毎の指定病 

院は、23医療機関です。（表 10及び 11を参照） 

  本県の精神科救急医療システムにおける二次医療圏ごとの対応件数について、平成 28年度は 

1,624件となっています。（表 12を参照）。 
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平成 11年の総患者数の 0.1万人から増加しています（厚生労働省：患者調査）。 

  本県において、薬物依存症の診療を行っている医療機関は 8病院、5診療所となっています。 

 

③ギャンブル依存症 

 平成 26年に医療機関を継続的に受療している薬物依存症の総患者数は 500人未満（全国）とな 

っています（厚生労働省：患者調査）。 

  本県において、ギャンブル依存症の診療を行っている医療機関は 3病院、7診療所となっていま 

す。 

 

（７）外傷後ストレス障害 

 平成 26年に医療機関を継続的に受療している PTSDの総患者数は 0.3万人（全国）であり、平成 

11年の総患者数の 0.1万人から増加傾向にあります。（厚生労働省：患者調査） 

  本県において、PTSDの診療を行っている医療機関は 20病院、16診療所となっています。 

 

（８）高次脳機能障害 

   平成 13～17年度に実施された高次脳機能障害支援モデル事業における調査によると、医療機関 

の受療の有無にかかわらず、高次脳機能障害者は全国に 27万人いると推定されています。 

   本県では、「青森県高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業」を実施しており、高 

次脳機能障害者に対する専門的な相談支援、関係機関との支援ネットワークの充実を図るための支 

援拠点として「弘前脳卒中・リハビリテーションセンター」を指定しています。 

  このほか、本県において高次脳機能障害の診療を行っている医療機関は 19病院、11診療所とな 

っています。    

 

（９）摂食障害 

 平成 26年に医療機関を継続的に受療している摂食障害の総患者数は 1.0万人（全国）であり、 

平成 11年の総患者数の 1.1万人から横ばいとなっています（厚生労働省：患者調査）。 

医療機関の受療の有無にかかわらず、摂食障害患者は、女子中学生の 100人に１～２人、男子中 

学生の 1,000人に２～５人いると推計されています（厚生労働科学研究）。 

  本県において、摂食障害の診療を行っている医療機関は 16病院、15診療所となっています。 

 

（10）てんかん 

本県におけるてんかんの患者数は、入院患者及び通院患者（自立支援医療受給認定者）を合わせ 

て 1,790 人（平成 29 年 3 月 31 日現在）となっており、平成 25 年の 1,484 人から 20.6％増加して

  います。 

  本県において、てんかんの診療を行っている医療機関は 26病院、12診療所となっています。 

 

（11）精神科救急 

  本県ではかかりつけ医で受診できなかった精神疾患を有する患者、又は精神疾患のため緊急に医 

療を必要とする患者に対して、二次医療圏ごとに精神科救急医療体制事業を実施しています。 

（図２を参照） 

本県の精神科救急医療体制は二次医療圏ごとの輪番制となっています。二次医療圏毎の指定病 

院は、23医療機関です。（表 10及び 11を参照） 

  本県の精神科救急医療システムにおける二次医療圏ごとの対応件数について、平成 28年度は 

1,624件となっています。（表 12を参照）。 

 

（表 10） 精神科救急医療施設数               （単位：箇所）  
 青森県 津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 
精神科救急医療機関数  

23 
 
4 

 
7 

 
5 

 
2 

 
4 

 
1 

                   資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9 月 1日現在） 

 
 

（表 11）二次医療圏別精神科救急医療機関名 
圏域名 精神科救急医療機関（輪番制） 

津軽 弘前愛成会病院、藤代健生病院、聖康会病院、黒石あけぼの病院 

八戸 青南病院、八戸赤十字病院、湊病院、みちのく記念病院、松平病院、八戸市立市民病
院、さくら病院 

青森 県立つくしが丘病院、生協さくら病院、青い森病院、芙蓉会病院、浅虫温泉病院 

西北五 布施病院、つがる総合病院 

上十三 十和田済誠会病院、十和田市立中央病院、高松病院、三沢聖心会病院 

下北 むつ総合病院 

                        資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9 月 1日現在） 

 

 

（表 12）二次医療圏別精神科救急医療システム対応件数          （単位：件） 

 
                                   資料：青森県「障害福祉課調べ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電話 外来 入院 計 電話 外来 入院 計 電話 外来 入院 計

津軽地域保健医療圏（４病院） 152 301 73 526 152 272 64 488 88 199 66 353

八戸地域保健医療圏（６病院） 89 81 51 221 97 92 57 246 119 86 58 263

青森地域保健医療圏（５病院） 169 172 98 439 256 165 87 508 391 175 74 640

西北五地域保健医療圏（２病院） 57 42 39 138 51 26 24 101 36 31 32 99

上十三地域保健医療圏（４病院） 35 65 23 123 25 42 29 96 31 52 21 104

下北地域保健医療圏（１病院） 0 104 37 141 0 197 39 236 0 134 31 165

計 502 765 321 1,588 581 794 300 1,675 665 677 282 1,624

26年度 27年度 28年度
圏域名
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（図２）青森県精神科救急医療体系図 

 

 

（12）身体合併症 

身体疾患と精神疾患ともに入院による治療を必要とする患者の発生する割合は人口万対年間 

2.5件と推計されています。（厚生労働科学研究） 

また、12％の入院患者は何らかの精神科医療を必要とし、2.2％の入院患者は身体疾患と精神

疾患ともに入院による治療を必要とするとの報告があります。 

本県において、身体合併症の診療を行っている医療機関は 17病院となっています。 

精神疾患と身体疾患の合併症による困難事例の円滑な救急搬送のためには、精神科医療、救急

医療、消防の各関係者が平時から体制の構築と課題を解決していく必要があります。 

　

相談・受診 保護依頼 相談・受診 搬送依頼 保護依頼
↓ 救急隊

↓

・相談受け付け

・診察

診察・処方
入院

紹介

診察・処方 　　任意入院　　医療保護入院　　（緊急措置入院）

【高次救急医療】

↓

↓ 県立つくしが丘病院

指定病院応急入院指定病院 精神科を有する一般病院
等

・入院が必要だが、任意入院 身体合併症を有する患者

を行う状態になく、かつ家族等
↓

措置入院

の同意が得られない場合

【第二次救急医療】
輪番制による当番病院（６ブロック２３病院）

・相談受付　　診察

応急入院対象者 身体合併症患者 緊急に保護を要する患者

↓

警　　察
警　　　察

かかりつけ医

受診できなかった
患者

青森県精神科救急医療体制体系図

精神疾患のある患者
又はその疑いのある
患者

本人　　家族　　　知人等

かかりつけ医　保健所　警察　救急隊　

「かかりつけ医」のある患者 「かかりつけ医」のない患者
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（図２）青森県精神科救急医療体系図 
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2.5件と推計されています。（厚生労働科学研究） 

また、12％の入院患者は何らかの精神科医療を必要とし、2.2％の入院患者は身体疾患と精神

疾患ともに入院による治療を必要とするとの報告があります。 

本県において、身体合併症の診療を行っている医療機関は 17病院となっています。 

精神疾患と身体疾患の合併症による困難事例の円滑な救急搬送のためには、精神科医療、救急

医療、消防の各関係者が平時から体制の構築と課題を解決していく必要があります。 

　

相談・受診 保護依頼 相談・受診 搬送依頼 保護依頼
↓ 救急隊

↓

・相談受け付け

・診察

診察・処方
入院

紹介

診察・処方 　　任意入院　　医療保護入院　　（緊急措置入院）

【高次救急医療】

↓

↓ 県立つくしが丘病院

指定病院応急入院指定病院 精神科を有する一般病院
等

・入院が必要だが、任意入院 身体合併症を有する患者

を行う状態になく、かつ家族等
↓

措置入院

の同意が得られない場合

【第二次救急医療】
輪番制による当番病院（６ブロック２３病院）

・相談受付　　診察

応急入院対象者 身体合併症患者 緊急に保護を要する患者

↓

警　　察
警　　　察

かかりつけ医

受診できなかった
患者

青森県精神科救急医療体制体系図

精神疾患のある患者
又はその疑いのある
患者

本人　　家族　　　知人等

かかりつけ医　保健所　警察　救急隊　

「かかりつけ医」のある患者 「かかりつけ医」のない患者

（13）災害精神医療 

   災害時における被災地での精神科医療の提供や被災した医療機関への専門的支援等を行うため、 

ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）を養成しています。（表 13を参照） 

現在、県内のＤＰＡＴは３チームありますが、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）同様、養成して 

いく必要があります。 

また、災害時に精神保健医療の拠点となる災害拠点精神科病院の整備についても、今後、地域ご

    とに（太平洋、中央、日本海側など）指定・整備を検討する必要があります。 

 

   （表 13）ＤＰＡＴ（先遣隊）の状況     

医療機関名 チーム数 
青森県立つくしが丘病院 １ 
一般財団法人愛成会弘前愛成会病院 １ 
医療法人青仁会青南病院 １ 

     資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29 年 9月 1日現在） 

 

（14）医療観察法における対象者への医療 

「心神喪失者等の常態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律」（心神喪失 

者医療観察法）に基づく指定通院医療機関は、本県は 9医療機関が指定されています。 

（表 14を参照） 

 

(表 14) 心神喪失者等医療観察法に基づく指定通院医療機関 
圏域名 精神科救急医療機関（輪番制） 

津軽 弘前愛成会病院 

八戸 青南病院、みちのく記念病院 

青森 県立つくしが丘病院、芙蓉会病院 

西北五 布施病院、つがる総合病院 

上十三 十和田市立中央病院 

下北 むつ総合病院 

          資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9 月 1日現在） 

 

 

４ 地域移行 

  本県の精神科病院における地域移行の状況について、１年以上の入院患者数は減少傾向にあるほか、 

退院率についても３か月時点、１年時点のいずれも平成 24年度と比べて上昇傾向にあります。 

（表 15を参照） 

本県では、平成 27及び 28年度に官民協働による医療と福祉の連携研修会を開催し、多職種による 

地域移行の取組の推進を図ったほか、二次医療圏ごとに県保健所が地域生活支援広域調整会議を開催

  し、保健、医療、福祉の各関係者による地域移行の取組を進めています。 

今後は、各圏域での保健、医療、福祉関係機関における連携の一層の強化を図るほか、市町村ごと 

の取組への支援が求められます。 

 

    （表 15）地域移行の状況 

        

                  資料：厚生労働省「精神保健福祉資料」（平成 28年度分のみ暫定値） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

2,320 人 2,165 人 2,182 人 2,177 人 2,087 人

入院後３か月時点 59.1% 60.6% 59.7% 61.2% 60.0%

入院後１年時点 89.0% 89.4% 91.0% 89.6% 90.0%

１年以上の入院患者数

区分

退院率
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５ 自殺対策 

本県では、自殺者数の増を受けて、平成 13年度に健康あおもり 21計画において自殺対策を重点施 

策と位置づけ、自殺予防の総合的な対策として「心のヘルスアップ事業」を開始し、県民への正しい    

知識や理解の普及啓発及び相談窓口の周知に努める等相談体制の充実・強化に取り組んできました。 

平成 21年度から平成 26年度は、国（内閣府）が都道府県に造成した「地域自殺対策緊急強化基金」 

を活用した幅広い事業を展開し、平成 27年４月からは、新たに創設された「地域自殺対策強化交付金  

事業」により、普及啓発・人材育成からハイリスク者支援、自死遺族支援まで包括的な取組を継続し 

てきました。 

また、自殺対策の推進を目的に、平成 22年 10月に県立精神保健福祉センターに設置した地域自殺 

予防情報センターは、平成 28 年４月からは青森県自殺対策推進センターに名称を改め、さらに平成  

29年４月からは県障害福祉課にも自殺対策推進センター機能を設置し、各市町村の自殺対策計画策定  

支援等を行っています。 

こうした取組により、本県の自殺者数は平成 15年の 576人（自殺死亡率で全国ワースト２位）を 

ピークに、平成 22 年以降６年連続で減少し、平成 27 年は 267 人（全国 12 位）とピーク時の半数以

下にまでなったものの、依然、全国の自殺死亡率と比べると高い状態にあります。 

また、減少率は縮小傾向にあり、平成 28年は 271人と前年を４人上回り、７年ぶりに増加に転じ 

たことなどから、今後更に取組を推進する必要があります。 

なお、自殺対策については、平成 30年度から 35年度までを計画期間とする青森県自殺対策計画（仮 

称）に基づき施策を推進します。 

   

 

   （図３）自殺者数及び自殺死亡率の推移      

 

                                 資料：厚生労働省「人口動態調査」 
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５ 自殺対策 
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たことなどから、今後更に取組を推進する必要があります。 

なお、自殺対策については、平成 30年度から 35年度までを計画期間とする青森県自殺対策計画（仮 

称）に基づき施策を推進します。 

   

 

   （図３）自殺者数及び自殺死亡率の推移      

 

                                 資料：厚生労働省「人口動態調査」 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 施策の方向 

１ 圏域 

精神疾患の医療圏域（精神医療圏）については、これまで二次医療圏と同一の６圏域としてきまし 

たが、圏域ごとに精神科病床を有する病院が偏在していることから、圏域ごとの医療機能に極端な差

 が生じないように独自に以下の４圏域を設定します。 

具体的には、他の圏域との比較で精神科病床を有する病院数が少ない（表 16を参照）西北五圏域 

と下北圏域について、それぞれ近隣の圏域である津軽圏域、青森圏域と統合し、津軽・西北五精神医

 療圏域及び青森・下北精神医療圏域とします。 

なお、平成 28 年度の受療動向調査の結果によると、西北五圏域では津軽圏域への流出割合が   

24.8％と最も高いほか、下北圏域では青森圏域への流出割合が 16.7％と最も高くなっております。

（表 17を参照） 

また、精神科救急医療圏については、これまで同様の輪番制を維持することとし、二次医療圏と同 

一の６圏域とします。 

 

  （精神医療圏） 

   〇 津軽・西北五精神医療圏域（津軽圏域及び西北五圏域を統合） 

   〇 八戸精神医療圏域 

   〇 青森・下北精神医療圏域（青森圏域及び下北圏域を統合） 

   〇 上十三精神医療圏域 

 

（表 16）二次医療圏ごとの精神科病床を有する病院数      （単位：箇所）  
 青森県 津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 
精神科病床を有する病
院数 

 
27 

 
5 

 
8 

 
7 

 
2 

 
4 

 
1 

                  資料：青森県「障害福祉課調べ」（平成 29年 9 月 1日現在） 

 

 （表 17）患者住所地（二次医療圏）からみた精神疾患患者の動向        （単位：％） 

 
                                資料：青森県「平成 28 年度受療動向調査」 

 

 

２ 施策の方向性 

（１）多様な精神疾患に対応できる医療連携体制の構築 

 多様な精神疾患等ごとの目標及び施策を記載します。 

 

 

 

 

計 津軽圏域 八戸圏域 青森圏域 西北五圏域 上十三圏域 下北圏域

計 100.0 23.4 29.8 26.8 5.7 11.8 2.6

津軽圏域 100.0 96.6 0.0 3.0 0.5 0.0 0.0 3.4

八戸圏域 100.0 0.1 95.2 0.5 0.0 4.2 0.0 4.8

青森圏域 100.0 3.4 0.1 96.1 0.1 0.3 0.0 3.9

西北五圏域 100.0 24.8 0.0 9.3 65.9 0.0 0.0 34.1

上十三圏域 100.0 0.4 12.5 7.8 0.0 79.0 0.3 21.0

下北圏域 100.0 0.5 2.8 16.7 0.0 7.0 73.0 27.0

県　外 100.0 20.6 63.3 12.2 0.0 3.9 0.0

施設所在地 流出患者
割　　合

患
者
住
所
地
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①統合失調症 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

治療抵抗性統合失調症

治療薬を用いた治療を

行う医療機関数 

５病院 

（平成 29年） 

増加 

（平成 35年度末） 

【現状値の出典】 

クロザリル適正使用委員会 

ホームページ 

   

 （施策） 

・先行している諸外国の実績や、国内で先行している医療機関の実績を踏まえて、治療抵抗性統合

失調症治療薬を使用できる医療機関数の増加を目指します。（県、医療機関） 

 

②うつ病・躁うつ病 

（施策） 

 ・精神科医療機関と精神科以外の医療機関との連携を推進し、うつ病等の早期発見・早期治療に努

めます。（県、医療機関） 

 

③ 認知症 

 （目標） 

目標項目 現状値 目標値(H32) 備考 

認知症疾患医療センター数 ６病院 現状維持 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 7月現在） 

認知症サポート医数 49名 91名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 28年度末現在） 

歯科医師認知症対応力向上研修受講者 60名 175名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 8月現在） 

薬剤師認知症対応力向上研修受講者 390名 528名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 7月現在） 

看護師職員認知症対応力向上研修受講者 118名 135名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 7月現在） 

  

 （施策） 

  ・認知症の専門医療の提供体制を強化するため、認知症疾患医療センターを県内各圏域に設置しま

す。（県） 

  ・県内各圏域に認知症サポート医が必要数配置されるよう資格取得研修への派遣を行います。（県） 

 

④児童・思春期精神疾患 

（施策） 

・子どもの心の診療の充実を図るため、医師、看護師、精神保健福祉士等の資質の向上を図ります。

（県、医療機関） 

 

 ⑤発達障害 

 （施策） 

・地域連携拠点機能及び県連携拠点機能の強化を図るため、「かかりつけ医等発達障害対応力向上

研修」を実施し、発達障害に対応できる医師、看護師等を養成します。（県） 
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①統合失調症 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

治療抵抗性統合失調症

治療薬を用いた治療を

行う医療機関数 

５病院 

（平成 29年） 

増加 

（平成 35年度末） 

【現状値の出典】 

クロザリル適正使用委員会 

ホームページ 

   

 （施策） 

・先行している諸外国の実績や、国内で先行している医療機関の実績を踏まえて、治療抵抗性統合

失調症治療薬を使用できる医療機関数の増加を目指します。（県、医療機関） 

 

②うつ病・躁うつ病 

（施策） 

 ・精神科医療機関と精神科以外の医療機関との連携を推進し、うつ病等の早期発見・早期治療に努

めます。（県、医療機関） 

 

③ 認知症 

 （目標） 

目標項目 現状値 目標値(H32) 備考 

認知症疾患医療センター数 ６病院 現状維持 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 7月現在） 

認知症サポート医数 49名 91名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 28年度末現在） 

歯科医師認知症対応力向上研修受講者 60名 175名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 8月現在） 

薬剤師認知症対応力向上研修受講者 390名 528名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 7月現在） 

看護師職員認知症対応力向上研修受講者 118名 135名 
【現状値の出典】 

高齢福祉保険課調べ（平成 29年 7月現在） 

  

 （施策） 

  ・認知症の専門医療の提供体制を強化するため、認知症疾患医療センターを県内各圏域に設置しま

す。（県） 

  ・県内各圏域に認知症サポート医が必要数配置されるよう資格取得研修への派遣を行います。（県） 

 

④児童・思春期精神疾患 

（施策） 

・子どもの心の診療の充実を図るため、医師、看護師、精神保健福祉士等の資質の向上を図ります。

（県、医療機関） 

 

 ⑤発達障害 

 （施策） 

・地域連携拠点機能及び県連携拠点機能の強化を図るため、「かかりつけ医等発達障害対応力向上

研修」を実施し、発達障害に対応できる医師、看護師等を養成します。（県） 

・発達障害者支援センターにおいて、精神科医師による医療相談を行います。（県） 

 

⑥依存症 

 （施策） 

・市町村、保健所、精神保健福祉センターでの相談体制並びに自助グループの活動内容を把握し、

関係機関で情報を共有します。（県） 

⑦外傷後ストレス障害（PTSD） 

 （施策） 

・PTSD の患者が適切な医療を受けられるようにするため、医療機関間の連携を推進します。（県、

医療機関） 

 

 ⑧高次脳機能障害 

 （目標）   

目標項目 現状値 目標値 備考 

高次脳機能障害に関する相談機関 
１病院 

（平成 29年） 

増加 

（平成 35年度末） 

【現状値の出典】 

障害福祉課調べ 

 

 （施策） 

  ・高次脳機能障害の専門医療の提供体制の充実を図ります。（県、医療機関） 

 

⑨摂食障害 

 （施策） 

・摂食障害に関する知識・技術の普及啓発を図ります。（県、医療機関） 

 

⑩てんかん 

 （施策） 

・地域連携拠点機能及び県連携拠点機能の強化を図るため、「てんかん地域診療連携体制整備試行

事業（モデル事業）」の取組を参考にします。（県、医療機関） 

 

⑪精神科救急 

 （施策） 

  ・精神科救急を必要とする人が適切かつ円滑に救急医療を受けられるよう、精神科病院、警察、消

防、一般救急等の関係機関と、地域の精神科救急医療体制の共有と相互理解を図ります。（県、医療

機関、警察、消防、関係機関） 

  ・継続して受診している患者が夜間・休日に急変した場合にも円滑に医療を受けられるよう、精神

科医療機関の理解の促進、精神科病院・診療所間の連携強化を図ります。（県、医療機関） 

  ・精神障害者や家族等からの緊急的な精神医療相談への対応、緊急に医療を必要とする場合の医療

機関との連絡調整を行う体制を確保します。（県） 

 

⑫身体合併症 

 （施策） 

  ・身体合併症を有する精神疾患患者が必要な医療を受けられるよう、地域ごとに、身体科と精神科

との連携体制の推進を図ります。（県、医療機関）   
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⑬災害精神医療 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

ＤＰＡＴ（先遣隊及びローカルＤ

ＰＡＴ）等の緊急医療チーム数 

先遣隊 3チーム 

（平成 29年） 

維持・増加 

（平成 35年度末） 

【現状値の出典】 

障害福祉課調べ 

 

 

 （施策） 

  ・災害時においてＤＰＡＴが効果的に活動できるよう、チーム数の確保に努めます。（県） 

 

⑭医療観察法における対象者への医療 

 （施策） 

  ・医療観察法における対象者が必要な医療や支援を受け、早期の社会復帰が図られるよう、保護観

察所を中心として、市町村、関係機関等との連携を推進します。（県、市町村、保護観察所） 

 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

    精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが

   安心して自分らしく暮らすことができるような地域づくりを進める必要があります。 

また、長期入院となっている精神障害者のうち、受入れ条件が整えば退院が可能である者の地

   域移行を進めるに当たっては、精神科病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自

   治体を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加えて、地域住民の協力を得な

   がら、差別や偏見のないあらゆる人が共生できる包括的（インクルーシブ）な社会を構築してい

   く必要があります。 

    このため、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ

  う、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める必要があります。 
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⑬災害精神医療 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

ＤＰＡＴ（先遣隊及びローカルＤ

ＰＡＴ）等の緊急医療チーム数 

先遣隊 3チーム 

（平成 29年） 

維持・増加 

（平成 35年度末） 

【現状値の出典】 

障害福祉課調べ 

 

 

 （施策） 

  ・災害時においてＤＰＡＴが効果的に活動できるよう、チーム数の確保に努めます。（県） 

 

⑭医療観察法における対象者への医療 

 （施策） 

  ・医療観察法における対象者が必要な医療や支援を受け、早期の社会復帰が図られるよう、保護観

察所を中心として、市町村、関係機関等との連携を推進します。（県、市町村、保護観察所） 

 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

    精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが

   安心して自分らしく暮らすことができるような地域づくりを進める必要があります。 

また、長期入院となっている精神障害者のうち、受入れ条件が整えば退院が可能である者の地

   域移行を進めるに当たっては、精神科病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自

   治体を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加えて、地域住民の協力を得な

   がら、差別や偏見のないあらゆる人が共生できる包括的（インクルーシブ）な社会を構築してい

   く必要があります。 

    このため、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ

  う、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目標） 

目標項目 現状値 目標値 備考 

精神病床における入院需要（患者数） 3,610人（H26年） 
3,298人（H32年度末） 

2,817人（H36年度末） 

【現状値の出典】

レセプト情報・特

定健診等情報デ

ータベース（ＮＤ

Ｂ）（※） 

精神病床におけ

る入院需要 

（患者数） 

急性期 

（３か月未満） 
906人（H26年） 

898人（H32年度末） 

867人（H36年度末） 

回復期 

（３か月以上１年未満） 
725人（H26年） 

748人（H32年度末） 

744人（H36年度末） 

慢性期 

（１年以上） 
1,979人（H26年） 

1,652人（H32年度末） 

1,206人（H36年度末） 

精神病床におけ

る慢性期入院需

要（患者数） 

65歳以上 1,154人（H26年） 
1,076人（H32年度末） 

845人（H36年度末） 

65歳未満 825人（H26年） 
576人（H32年度末） 

361人（H36年度末） 

地域移行におけ

る基盤整備量

（利用者数） 

合計 － 
336人（H32年度末） 

728人（H36年度末） 

65歳以上 － 
191人（H32年度末） 

420人（H36年度末） 

65歳未満 － 
145人（H32年度末） 

308人（H36年度末） 

精神病床におけ

る退院率 

入院後３か月時点 68％（H26年） 
69％以上 

（H32年度末） 

入院後６か月時点 84％（H26年） 
84％以上 

（H32年度末） 

入院後１年時点 91％（H26年） 
90％以上 

（H32年度末） 

  

 （※）前回計画では、該当項目について精神保健福祉資料（630調査）のデータにより評価を行ったが、今後はＮＤＢ

により評価する。 

 

 （施策） 

  ・障害保健福祉圏域ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置します。（県） 

  ・市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置を支援します。（県） 

  ・平成 32年度末、平成 36年度末における入院需要（患者数）及び地域移行に伴う基盤整備量（利

用者数）を明確にし、地域生活への移行に取り組みます。（県） 
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

（１）地域精神科医療提供機能 

・ 患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、

精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保すること 

・ 精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチ

 ームによる支援体制を作ること 

・ 医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介

 護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の場で必要な支援を提供すること 

 

（２）地域連携拠点機能 

   地域精神科医療提供機能に加えて以下の役割を担うもの 

・ 地域連携会議の運営支援を行うこと 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 多職種による研修を企画・実施すること 

・ 地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患・処遇困難

 事例の受入対応を行うこと 

 

（３）県連携拠点機能 

   地域精神科医療提供機能に加えて以下の役割を担うもの 

・ 地域連携会議を運営すること 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 専門職に対する研修プログラムを提供すること 

・ 地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患・処遇困難事例の

 受入対応を行うこと 

 

 

機
能 

地域精神科医療提供機能 地域連携拠点機能 県連携拠点機能 

目
標 

（
共
通
） 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ICF の基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること 

・ 地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

（
機
能
別
） 

 ・ 医療連携の地域拠点の役割を果

たすこと 

・ 情報収集発信の地域拠点の役割

を果たすこと 

・ 人材育成の地域拠点の役割を果

たすこと 

・ 地域精神科医療提供機能を支援

する役割を果たすこと 

・ 医療連携の県拠点の役割を果た

すこと 

・ 情報収集発信の県拠点の役割を

果たすこと 

・ 人材育成の県拠点の役割を果た

すこと 

・ 地域連携拠点機能を支援する役

割を果たすこと 

 ※ 下線部は「地域連携拠点機能」と「県連携拠点機能」で異なる箇所。 
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第３ 目指すべき医療機能の姿 

 

（１）地域精神科医療提供機能 

・ 患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、

精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保すること 

・ 精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチ

 ームによる支援体制を作ること 

・ 医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介

 護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の場で必要な支援を提供すること 

 

（２）地域連携拠点機能 

   地域精神科医療提供機能に加えて以下の役割を担うもの 

・ 地域連携会議の運営支援を行うこと 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 多職種による研修を企画・実施すること 

・ 地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患・処遇困難

 事例の受入対応を行うこと 

 

（３）県連携拠点機能 

   地域精神科医療提供機能に加えて以下の役割を担うもの 

・ 地域連携会議を運営すること 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 専門職に対する研修プログラムを提供すること 

・ 地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患・処遇困難事例の

 受入対応を行うこと 

 

 

機
能 

地域精神科医療提供機能 地域連携拠点機能 県連携拠点機能 

目
標 

（
共
通
） 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ICF の基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること 

・ 地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

（
機
能
別
） 

 ・ 医療連携の地域拠点の役割を果

たすこと 

・ 情報収集発信の地域拠点の役割

を果たすこと 

・ 人材育成の地域拠点の役割を果

たすこと 

・ 地域精神科医療提供機能を支援

する役割を果たすこと 

・ 医療連携の県拠点の役割を果た

すこと 

・ 情報収集発信の県拠点の役割を

果たすこと 

・ 人材育成の県拠点の役割を果た

すこと 

・ 地域連携拠点機能を支援する役

割を果たすこと 

 ※ 下線部は「地域連携拠点機能」と「県連携拠点機能」で異なる箇所。 

 

 

 

 多様な精神疾患等ごとの医療機能一覧表 

 

 

 ※ 本表は県内の精神科若しくは心療内科を標榜する医療機関を対象に実施した医療機能調査（平成 29 年 9 月 1 日

時点・障害福祉課実施）における回答を基に作成。 

 ※ ☆、◎はそれぞれ前頁における県連携拠点機能、地域連携拠点機能に対応する医療機関を示している。 

 ※ 〇 は地域精神科医療提供機能のうち、患者に対して精神科医療を提供する医療機関を示している。 

 ※ (3)認知症については、認知症疾患医療センターとして指定している６病院について地域連携拠点機能（◎）に

(1) (2) (3) (4) (5) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14)

アルコー
ル

薬物 ギャンブ
ル

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

☆

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 ☆ ☆ 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇（※）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇（※） 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ☆ 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

病院 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

診療所 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇

〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 28 28 28 14 21 20 8 3 20 19 16 26 23 17 3 9

診療所 25 29 26 15 13 9 5 7 16 11 15 12 0 0 0 0

精
神
医
療
圏

区
分

病院（診療所）名

領域（疾病）

(6)
統合失調
症

うつ病・
躁うつ病

認知症 児童・思
春期精神
疾患

発達障害 身体合併
症

災害精神
医療
（DPAT先
遣隊）

医療観察

法におけ

る対象者

への医療

津軽

病院

弘前愛成会病院

藤代健生病院

聖康会病院

弘前脳卒中・リハビリテーションセンター

黒石あけぼの病院

依存症 外傷後ス
トレス障
害

高次脳機
能障害

摂食障害 てんかん 精神科救
急

弘前大学医学部附属病院

診療所

産婦人科鈴木クリニックＨＧ

下田クリニック

石澤内科胃腸科

満天クリニック

すとうクリニック

弘前駅前メンタルクリニック

オリーブ会診療所

健生クリニック

ユング心理学クリニック

西北五 病院
布施病院

つがる総合病院

八戸

病院

青南病院

八戸赤十字病院

湊病院

みちのく記念病院

松平病院

八戸市立市民病院

さくら病院

東八戸病院

浅虫温泉病院

青森市立浪岡病院

診療所

かのはらクリニック

ささクリニック

八戸マナクリニック

みかわ神経科内科

白山台メンタルクリニック

やなぎまちストレスクリニック

村上病院

診療所

おだぎりメンタルクリニック

南内科循環器科医院

県立精神保健福祉センター

ＡＭＣクリニック

三上心療内科・内科医院

青い海公園クリニック

協立クリニック精神科

病院

県立つくしが丘病院

青森慈恵会病院

生協さくら病院

青森県立中央病院

青い森病院

（協立クリニック女性診療科）

青葉こころのクリニック

クリニックこころの森

ミッドライフクリニックＡＭＣ

しんまちクリニック

診療所
あおぞらクリニック

みさわの森クリニック

合計

諏訪沢クリニック

下北
むつ総合病院

村中内科心療内科医院

上十三

病院

十和田済誠会病院

十和田市立中央病院

高松病院

三沢聖心会病院

青森

芙蓉会病院
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該当するものとする。 

 ※ 青森慈恵会病院の(3)認知症については、原則として入院患者のみの対応となる。 

 ※ 青森県立中央病院の(3)認知症については、神経内科が初期治療を担っている。 

 ※ (4)児童・思春期精神疾患については、児童・思春期外来を有する弘前大学医学部附属病院が県連携拠点機能（☆）

に該当するものとする。 

 ※ (5)発達障害については、大人の発達障害を専門とする医師が在籍する弘前大学医学部附属病院が県連携拠点機

能（☆）に該当するものとする。 

 ※ (5)発達障害領域において、本表には小児科は含まれていない。 

※ (6)依存症のうち、ギャンブルについては教育研修等を実施している精神保健福祉センターが県連携拠点機能（☆）

に該当するものとする。 

※ (8)高次脳機能障害については、弘前脳卒中・リハビリテーションセンター（精神科、心療内科には該当しない）

が県の支援拠点となるため、県連携拠点機能（☆）に該当するものとする。 

※ (10)てんかん については、てんかん外来を有する弘前大学医学部附属病院及びてんかんセンターを設置してい

る湊病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するものとする。 

※ (12)身体合併症については、精神科病床を有する６総合病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するものとする。 

※ (13)災害精神医療については、DPAT 先遣隊として登録済みの３病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するもの

とする。 

 ※ 地域連携拠点機能（◎）及び県連携拠点機能（☆）を明示していない領域については、今後、圏域毎の協議等に

基づき明示することを目指す。 
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該当するものとする。 

 ※ 青森慈恵会病院の(3)認知症については、原則として入院患者のみの対応となる。 

 ※ 青森県立中央病院の(3)認知症については、神経内科が初期治療を担っている。 

 ※ (4)児童・思春期精神疾患については、児童・思春期外来を有する弘前大学医学部附属病院が県連携拠点機能（☆）

に該当するものとする。 

 ※ (5)発達障害については、大人の発達障害を専門とする医師が在籍する弘前大学医学部附属病院が県連携拠点機

能（☆）に該当するものとする。 

 ※ (5)発達障害領域において、本表には小児科は含まれていない。 

※ (6)依存症のうち、ギャンブルについては教育研修等を実施している精神保健福祉センターが県連携拠点機能（☆）

に該当するものとする。 

※ (8)高次脳機能障害については、弘前脳卒中・リハビリテーションセンター（精神科、心療内科には該当しない）

が県の支援拠点となるため、県連携拠点機能（☆）に該当するものとする。 

※ (10)てんかん については、てんかん外来を有する弘前大学医学部附属病院及びてんかんセンターを設置してい

る湊病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するものとする。 

※ (12)身体合併症については、精神科病床を有する６総合病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するものとする。 

※ (13)災害精神医療については、DPAT 先遣隊として登録済みの３病院が地域連携拠点機能（◎）に該当するもの

とする。 

 ※ 地域連携拠点機能（◎）及び県連携拠点機能（☆）を明示していない領域については、今後、圏域毎の協議等に

基づき明示することを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指標一覧） 

疾患毎の診療実績 

 

 

 

 

 

 

 

番号 疾患区分 ●：重点
指標  SP     H26年度 津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 備考

1 統合失調症を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
2 統合失調症を外来診療している医療機関数 ● S 54 13 15 18 （－） 4 （－） NDB
3 治療抵抗性統合失調症治療薬を精神病床の入院で使用した病院数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
4 治療抵抗性統合失調症治療薬を外来で使用した医療機関数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
5 統合失調症の精神病床での入院患者数   …(A) P 4,815 1,260 1,339 1,176 359 495 118 NDB
6 統合失調症外来患者数(1回以上)         …(B) P 19,500 5,044 3,944 5,744 1,898 1,446 1,008 NDB
7 統合失調症外来患者数(継続) P 18,438 4,721 3,721 5,448 1,816 1,379 928 NDB
8 治療抵抗性統合失調症治療薬を使用した入院患者数(精神病床) …(C) P 12 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
9 治療抵抗性統合失調症治療薬を使用した外来患者数(1回以上)  …(D) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
10 治療抵抗性統合失調症治療薬を使用した外来患者数(継続) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
11 統合失調症患者における治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率(C+D)/(A+B) P 0.06% 0.06% 0.21% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% NDB
12 うつ・躁うつ病を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
13 うつ・躁うつ病を外来診療している医療機関数 ● S 65 17 16 18 4 5 4 NDB
14 閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施する病院数 S 4 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB　630調査
15 認知行動療法を外来で実施した医療機関数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
16 うつ・躁うつ病の精神病床での入院患者数 P 2,709 654 800 556 237 336 65 NDB
17 うつ・躁うつ病外来患者数(1回以上) P 27,266 7,149 6,110 8,098 1,959 2,457 1,031 NDB
18 うつ・躁うつ病外来患者数(継続) P 24,928 6,340 5,586 7,423 1,844 2,310 920 NDB
19 閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を受けた患者数 P 37 25 （－） （－） （－） （－） （－） NDB
20 認知行動療法を外来で実施した患者数(1回以上) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
21 認知行動療法を外来で実施した患者数(継続) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
22 認知症を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
23 認知症を外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 51 13 12 17 （－） 4 （－） NDB
24 認知症を外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 514 137 109 131 45 58 21 NDB
25 認知症の精神病床での入院患者数 P 2,244 502 633 562 180 343 18 NDB
26 認知症外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 8,084 2,005 862 1,721 1,278 1,865 296 NDB
27 認知症外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 7,132 1,803 726 1,459 1,155 1,682 250 NDB
28 認知症外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 29,548 7,072 6,872 6,211 3,133 4,365 1,588 NDB
29 認知症外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 26,302 6,384 6,032 5,240 2,881 4,005 1,430 NDB
30 20歳未満の精神疾患を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 16 3 6 3 （－） （－） （－） NDB
31 20歳未満の精神疾患を外来診療している医療機関数 ● S 56 12 17 16 4 3 3 NDB
32 知的障害を入院診療している精神病床を持つ病院数 S 8 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
33 知的障害を外来診療している医療機関数 S 21 4 6 4 （－） 3 （－） NDB
34 児童・思春期精神科入院医療管理料を算定された精神病床を持つ病院数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
35 20歳未満の精神疾患の精神病床での入院患者数 P 144 51 24 49 （－） （－） （－） NDB
36 20歳未満の精神疾患外来患者数(1回以上) P 2,557 660 454 1,132 82 149 65 NDB
37 20歳未満の精神疾患外来患者数(継続) P 1,587 431 252 700 36 115 29 NDB
38 知的障害の精神病床での入院患者数 P 29 19 （－） （－） （－） （－） （－） NDB
39 知的障害外来患者数(1回以上) P 473 102 20 252 46 31 （－） NDB
40 知的障害外来患者数(継続) P 292 70 17 144 18 28 （－） NDB
41 児童・思春期精神科入院医療管理料を算定された患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
42 発達障害を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 19 3 4 6 （－） （－） （－） NDB
43 発達障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 42 10 12 13 （－） 3 （－） NDB
44 発達障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 216 56 47 67 9 22 9 NDB
45 発達障害の精神病床での入院患者数 P 106 33 10 50 （－） （－） （－） NDB
46 発達障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 1,639 344 191 797 65 135 78 NDB
47 発達障害外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 1,293 274 159 634 28 111 53 NDB
48 発達障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 5,921 1,545 1,813 1,470 194 355 218 NDB
49 発達障害外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 4,545 1,230 1,299 1,121 122 277 181 NDB
50 アルコール依存症を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 24 5 6 5 （－） 4 （－） NDB
51 アルコール依存症を外来診療している医療機関数 ● S 42 9 11 15 （－） 3 （－） NDB
52 重度アルコール依存症入院医療管理加算を算定された精神病床を持つ病院数 S 6 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB　630調査
53 アルコール依存症の精神病床での入院患者数 P 410 80 116 136 14 55 （－） NDB
54 アルコール依存症外来患者数(1回以上) P 1,027 241 240 286 61 150 32 NDB
55 アルコール依存症外来患者数(継続) P 895 210 210 249 53 131 25 NDB
56 重度アルコール依存症入院医療管理加算を算定された患者数 P 114 45 11 42 （－） 10 （－） NDB
57 薬物依存症を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 6 （－） （－） 3 （－） （－） （－） NDB
58 薬物依存症を外来診療している医療機関数 ● S 12 5 （－） 5 （－） （－） （－） NDB
59 薬物依存症の精神病床での入院患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
60 薬物依存症外来患者数(1回以上) P 17 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
61 薬物依存症外来患者数(継続) P 13 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
62 ギャンブル等依存症を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
63 ギャンブル等依存症を外来診療している医療機関数 ● S 3 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
64 ギャンブル等依存症の精神病床での入院患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
65 ギャンブル等依存症外来患者数(1回以上) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
66 ギャンブル等依存症外来患者数(継続) P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
67 PTSDを入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 3 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
68 PTSDを外来診療している医療機関数 ● S 20 4 5 6 （－） （－） （－） NDB
69 PTSDの精神病床での入院患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
70 PTSD外来患者数(1回以上) P 78 （－） 27 25 （－） 11 （－） NDB
71 PTSD外来患者数(継続) P 59 （－） 22 20 （－） （－） （－） NDB
72 摂食障害を入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 17 3 4 6 （－） （－） （－） NDB
73 摂食障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 45 11 10 14 3 4 （－） NDB
74 摂食障害を外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 163 44 30 44 17 15 8 NDB
75 摂食障害入院医療管理加算を算定された病院数 S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
76 摂食障害の精神病床での入院患者数 P 123 34 16 57 （－） （－） （－） NDB
77 摂食障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 407 136 44 194 （－） 14 （－） NDB
78 摂食障害外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 365 114 40 181 （－） 11 （－） NDB
79 摂食障害外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 1,514 432 215 629 120 70 20 NDB
80 摂食障害外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 1,256 366 176 515 98 60 17 NDB
81 摂食障害入院医療管理加算を算定された患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB　630調査
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番号 疾患区分 ●：重点
指標  SP     H26年度 津軽 八戸 青森 西北五 上十三 下北 備考

82 てんかんを入院診療している精神病床を持つ病院数 ● S 27 5 7 7 （－） 4 （－） NDB
83 てんかんを外来診療している医療機関数(精神療法に限定) ● S 53 13 12 18 （－） 4 3 NDB
84 てんかんを外来診療している医療機関数(精神療法に限定しない) ● S 476 112 116 125 40 52 21 NDB
85 てんかんの精神病床での入院患者数 P 2,026 476 650 343 311 150 75 NDB
86 てんかん外来患者数(1回以上)(精神療法に限定) P 6,848 1,663 1,335 2,269 729 321 439 NDB
87 てんかん外来患者数(継続)(精神療法に限定) P 6,224 1,428 1,254 2,065 678 301 403 NDB
88 てんかん外来患者数(1回以上)(精神療法に限定しない) P 21,692 5,286 3,879 5,832 1,519 2,068 1,709 NDB
89 てんかん外来患者数(継続)(精神療法に限定しない) P 19,927 4,823 3,576 5,295 1,379 1,909 1,603 NDB

90 ● S 15 3 5 3 （－） （－） （－） NDB　630調査

91 ● S 6 （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB

92 ● S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB

93 P 356 77 104 120 50 （－） （－） NDB

94 P 24 11 （－） （－） （－） （－） （－） NDB

95 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
96 救命救急入院料 精神疾患診断治療初回加算をとる一般病院数 ● S （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB
97 救命救急入院で精神疾患診断治療初回加算を算定された患者数 P （－） （－） （－） （－） （－） （－） （－） NDB

アウトカム指標
番号 ●:重点指標 H26年度 （※） H30.3月に算出予定
1 ● 68% （－） 医療機関数が０～２箇所若しくは患者数が０～９人
2 ● 84% に該当（特定数の表示が不可）
3 ● 91%
4 118 　　　　　　　SP Sはストラクチャー（構造）指標：医療サービスに投入された資源に関する指標
5 21% Pはプロセス（過程）指標：医療サービスの内容に関する指標
6 29%
7 37% アウトカム（成果）指標は患者の健康状態等に関する指標
8 ● 21%
9 ● 28%
10 ● 37%
11 ● 28%
12 ● 36%
13 ● 38%
14 ● 439
15 ● 466
16 ● 419
17 ● 253
18 ● 1,233
19 ● 949

精神病床における慢性期入院患者数（65歳以上）-施設所在地 630調査
精神病床における慢性期入院患者数（65歳未満）-施設所在地 630調査

精神病床における急性期入院患者数（65歳未満）-施設所在地 630調査
精神病床における回復期入院患者数（65歳以上）-施設所在地 630調査
精神病床における回復期入院患者数（65歳未満）-施設所在地 630調査

精神病床における退院後6ヶ月時点の再入院率  （1年以上入院患者） NDB
精神病床における退院後12ヶ月時点の再入院率（1年以上入院患者） NDB
精神病床における急性期入院患者数（65歳以上）-施設所在地 630調査

精神病床における退院後6ヶ月時点の再入院率　（1年未満入院患者） NDB
精神病床における退院後12ヶ月時点の再入院率（1年未満入院患者） NDB
精神病床における退院後3ヶ月時点の再入院率  （1年以上入院患者） NDB

精神病床における退院後6ヶ月時点の再入院率 NDB
精神病床における退院後12ヶ月時点の再入院率 NDB
精神病床における退院後3ヶ月時点の再入院率　（1年未満入院患者） NDB

精神病床における入院後12ヶ月時点の退院率 NDB
精神病床における新規入院患者の平均在院日数 NDB
精神病床における退院後3ヶ月時点の再入院率 NDB

自殺対策

指標 備考
精神病床における入院後3ヶ月時点の退院率 NDB
精神病床における入院後6ヶ月時点の退院率 NDB

身体合併症

身体合併症を診療している精神病床を持つ病院数
(精神科救急・合併症入院料+精神科身体合併症管理加算)
精神疾患の受け入れ体制を持つ一般病院数
　　(精神疾患診療体制加算+精神疾患患者受入加算)
精神科リエゾンチームを持つ病院数
精神科入院患者で重篤な身体合併症の診療を受けた患者数
　　(精神科救急・合併症入院料+精神科身体合併症管理加算)
体制を持つ一般病院で受け入れた精神疾患の患者数
　　(精神疾患診療体制加算+精神疾患患者受入加算)
精神科リエゾンチームを算定された患者数
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